
令和 5 年 6 月 23 日

■

□

1 事業の目的
対
象
意
図

効
果

2 令和４年（2022年）度に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績
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4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

会計年度任用職員 3.0 2.0 2.0 2.0

正規職員等 4.8 5.8 4.6 6.0

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

財源
内訳

国県支出金 1,500 1500

地方債

その他特定財源 20 4

一般財源 1834 5471 23,227

事業費の合計　（千円） 3,334 6,991 24,731

1,500

人件費　（千円） 37,542 49,358

一般事務経費 消耗品費
印刷製本費

- - - -
-

148 165 445

神奈川県及び近隣市
との連携

各種会議への出席 - - - -
-

0 0 0

総合教育会議の運営 総合教育会議の運営 - - - -
-

0 0 0

SDGs推進隊のSDGs
のゴール達成につなが
る取組実施率（％）

65 100 100
65%

0 0 0

SDGｓ推進 SDGsつながりポイント
運用委託、SDGs推進
事業委託など

つながりポイントの
ユーザー数（人）

13,106 10,000 10,000
131%

2374 2858 2,700

行政評価 内部評価及び外部評
価の実施

- - - -
-

417 1280 1,020

市政運営に係る事務 庁議の運営、市政アド
バイザー謝礼など

- - - -
-

395 2688 20,566

枝
番
号

事務事業
実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）
令和４年度 令和５年度

達成度指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

総合計画上
の位置付け 分野 0-(2)　行財政運営 施策の方針 0-(2) 行財政運営

市民等

地方自治法の本旨に即し、地域における総合的かつ計画的な行政運営を図るため

基本構想に掲げた将来都市像「古都としての風格を保ちながら、生きる喜びと新しい魅力を創造するまち」の実現

・第４期基本計画の各分野の進捗状況や効果を市民意識調査等で把握し、ホームページで公表するなど年度における計
画の進行管理を行った。
・SDGs推進隊やSDGsつながりポイント事業の運営など、SDGsの推進を図った。
・地域活性化センター等が交付する補助金の受付申請事務を行った。
・神奈川県及び近隣市との連携を進めた。

令和５年（2023年）度行政評価シート【個表】

評価対象事業 評価者

共生-01
企画総合計画事業

自治事務 主管課 企画課

法定受託事務 関連課

企画課長　安冨 誠人



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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(２) 視点別評価

有効性 事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

3　統合できる事業はない

妥当性
各事業の実施に対する市民ニーズはあるか 1　市民ニーズは変わらずにある

民間によるサービスで代替できる事業はないか 1　民間によるサービスで代替できる事業がある

0

効率性

事業費の削減余地はないか 2　事業費の削減が検討できる事業がある

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 2　外部化に向けて検討できる事業がある

関連・類似する事業の統合はできないか

0

0

神奈川県及び近隣市
との連携

神奈川県及び近隣市との会議
出席及び連携に係る事業である
ため、指標は設定していない。

神奈川県及び近隣市と連携する
為に必要不可欠な事業である。

神奈川県及び近隣市との連携により
効果的・効率的に実施できる事業に
ついて検討していく必要がある。

一般事務経費 消耗品等の事務経費のため成
果指標は設定していない。

事務経費として必要不可欠であ
る。

特になし。

SDGs推進隊の活動を対面及び
オンラインで３回実施した。
SDGsのゴールについては、実
施した活動にゴールの偏りが見
られ全てのゴールを達成するこ
とができなかった。

市民がSDGsを意識する活動を
行うことが成果であり、市民意識
を醸成させる推進隊の活動は、
SDGs未来都市として必要な事
業である。

活動について参加希望者が少なく２
回開催することができない活動が
あった。令和３年度及び令和４年度に
インプットの活動を複数回行ったた
め、今後は、アウトプットの活動につ
なげていくことを含め活動の在り方に
ついて検討を行う必要がある。

総合教育会議の運営 総合教育会議は、地方教育行
政の組織及び運営に関する法
律等に則って運営しており、数
値的な指標を設定するには馴染
まない事業であるため、指標の
設定はしていない。

教育行政と市政を連携させるた
めに必要不可欠な事業である。

教育委員会との連携について、今後
も調整を行っていく必要がある。

行政評価 全庁的な施策推進にあたって、
事業の効率性や有効性、進捗
等を評価することで、基本計画
を着実に推進するための評価と
して実施するものであり、実施回
数等の数値的な指標を設けた目
標管理は馴染まないため、指標
の設定はしていない。

基本計画を着実に推進するた
め、事業の進行管理、事業の取
捨選択の基点となる「目標とす
べきまちの姿」を意識した評価を
行うことにより、「目標とすべきま
ちの姿」の実現に寄与した。

令和４年度は外部評価を実施した。
今後は、新たな総合計画策定に向け
て行政評価の在り方について検討を
行う必要がある。

つながりポイント（クルッポ）につ
いて、令和４年度はイベント等も
実施できる機会が増え、ユー
ザー数が10月末に10,000人を突
破することができた。

市民のSDGｓへの意識醸成や
様々なステークホルダーによる
SDGs達成に向けた取組の活性
化に寄与しているものと考えら
れ、持続可能な行財政運営に寄
与したと考える。

ユーザー数の目標を達成することは
できたが、更なるユーザー数の獲得
や、現在のユーザーが継続してSDG
ｓの取組を行えるよう利用できる場所
（スポット）を増やすことで更なる市民
意識の醸成を図ることを目指す。

SDGｓ推進
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事務事業
指標分析の推移、
目標未達の理由

上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点

市政運営に係る事務 行政運営の基礎的な事業のた
め、数値的な指標を設定し、成
果を測ることは難しいため、指標
は設定していない。

行政運営の基礎的な事業として
必要不可欠な事業である。

特になし。



(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

□ ■ □ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

本市は基本計画にSDGｓの達成目標を関連付けている。神奈川県SDGｓつながりポイント事業は、県内自治体では３市
で運用されており、鎌倉市は他市と比較して非常に参加ユーザーが多い状況にあると把握している。このことから、市
民のSDGｓへの関心度が高い状況が伺われるため、今後も行政計画にこの視点も盛り込んだ行政運営・計画進行管理
に力を入れていきたい。

他市実績
13,106 5,028 2,361

100% 38.4% 18.0%

 

比較事項 SDGsつながりポイントのユーザー数（令和４年度末時点）　※下段は鎌倉市を100％としたときの各市の割合

団体名 鎌倉市 小田原市 厚木市

達成率  

実績値

R5年度 R6年度 R7年度

目標値

指標（単位） 単位

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

達成率 - 95.3% 96.4%

総合計画の着実な推進により、鎌倉市に
住み続けたいと思う市民を増やす必要が
あるため。

95

実績値 未実施 90.5 91.6

R5年度 R6年度 R7年度

目標値 95 95 95 95 95

・基本構想策定義務がなくなって以降初めての総合計画見直しとなるため、現行第３次総合計画における課題整理
を行いながら、時代に即した柔軟、かつ、個別計画等との関係性について整合性が図られた新たな総合計画の策定
を進めていく。
・総合計画に関する近隣市の状況や基礎条件（人口、土地利用等）の調査、現行計画の総括評価、個別計画等との
関係性の整理、アンケートを軸とした市民意見の聴取及び総合計画審議会や鎌倉市民評価委員会からの意見聴取
を中心に、新たな総合計画策定の前提条件を整理する。

指標（単位） 市民意識調査における「鎌倉市に住み続けたいと思う」市民の割合 単位 ％

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小 休止・廃止

協働 市民等と協働して事業を展開しているか △.協働未実施

△-1　今後、市民等との協働による事業を検討すべき事業がある

協働実施済の場合のパートナー

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-3　受益者が特定できないため、受益者負担を求めることができない


